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膨大な情報量
真に必要な情報を
見つけ出すことが
かえって困難に
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誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を使ったり
高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動できる

Ｇ空間（地理空間情報）高度活用社会の実現

衛星測位GPS衛星

地番

道路建物

住居表示
カーナビ

人工衛星から発射される信号を用
いて位置や時刻情報を取得したり、
これらを利用して移動の経路等の
情報を取得すること

GIS

地理情報システム（ＧＩＳ）
Geographic Information System

衛星測位（PNT）
Positioning, Navigation and Timing

ＧＩＳと衛星測位は、

・様々な事象に関する情報を位置や
時刻と結びつけ、

・情報通信技術を利用して取得、
管理、分析、表現し、

・我々の行動選択の判断材料となる
的確な情報を提供する

歩行者ナビ

地理空間情報活用推進基本法（平成19年制定）：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/tirikuukan.html

地理空間情報活用推進基本計画（平成20年閣議決定）：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/tirikuukan-keikaku.html

膨大な量の情報を位置と時刻を軸として
管理し、効率的に活用していくことが必要

デジタル化された
地理空間情報を電
子地図上で一体的
に処理して視覚的
な表現や高度な分
析を行う情報シス
テム

（国土交通省発表資料より）

活用推進の意義
経緯

基本法と基本計画
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T
(時

刻
)

地番

道路
建物

住居表示

行政の効率化・高度化 新たな産業・新サービスの創出と発展

ＧＰＳ機能付き携帯電話

国民生活の安全・安心と利便性向上国土の利用、整備及び保全の推進等

避難所A

避難所B

水位計

雨量計

水位計

雨量計

避難所A

避難所B

水位計

雨量計

避難所A

避難所B

豪雨時の洪水シミュレーション

・コンテンツの流通環境が広がることによる
ビジネスチャンス拡大

・携帯電話と衛星測位機能を組合せたサービス
発展への期待

・公共施設などの情報や行政情報を
ワンストップで提供

・高齢者等の移動支援など高度な民間サービス
の提供

・基盤的地図データの共用による費用削減

・資料収集、照会等の労力軽減

・ＧＩＳと電子会議室を組み合わせたまち
づくりの意見・情報集約など質の高い取組

・ＧＩＳは国土計画や環境計画などの策定、
公共施設の維持・管理などに利用

・衛星測位は離島の管理・保全などに利用

・特に防災分野では、ＧＩＳと衛星測位の
連携による災害状況の把握、復旧・復興
支援などへの活用に期待

赤：固定資産
灰：都市計画
青：道路管理

公共施設検索

地図の重複整備

高齢者等の移動支援

経路案内

歩道が狭い

車がスピードを出
しやすい

ピンポイン
トの店舗
広告

平常時 豪雨1時間後
豪雨2時間後

（国土交通省発表資料より）

G空間情報高度活用社会の実現
経緯

基本法と基本計画
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2010年9月11日 20:17 打上げ
種子島宇宙センター

9月11日 20:45 衛星分離
（ロケット搭載カメラより）

©三菱重工

（JAXA発表資料より）

JAXA HP アーカイブス

（日本経済新聞2010年9月12日朝刊）

準天頂衛星初号機（みちびき）打上
衛星測位と

準天頂衛星システム



6

中央通り

昭和通り

晴海通り

測位可能時間率の比較

ＧＰＳのみ ＧＰＳ+ＱＺＳＳ

●ＧＰＳのみの場合は､大通りや交差点の一部のみで９０％を超える測位可能
時間率となる。

●一方、ＧＰＳ+ＱＺＳＳの場合は、ほとんどの主要道路において、測位可能時間
率が９０％を超える。

●GPS+QZSSの場合､測位可能時間率が40%以下となる場所は大幅に低減｡

（東京銀座地区3次元シミュレーション結果 JAXA殿提供）

測位可能時間率の変化
衛星測位と

準天頂衛星システム
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●従来の一般的ＧＰＳ測位精度､約１０ｍ（１周波単独測位）に比較し､補強情報の受信・
補正により､サブメータ級（＜１ｍ（ｒｍｓ））の測位精度を得る。

●ＧＰＳの航法データ取得による位置算出時間（３５~５０秒）に比較し､補強情報の受信・
衛星情報の入手により､位置算出時間を平均１５秒以下に短縮できる。

サブメータ級測位補強
衛星測位と

準天頂衛星システム
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●従来の一般的ＧＰＳ測位精度､約３ｍ（２周波単独測位）に比較し､補強情報の受信・補正により､
センチメータ級（低速移動：＜３ｃｍ（ｒｍｓ）、垂直＜６ｃｍ（ｒｍｓ））の測位精度を得る。

●天頂付近から測位信号と類似の信号で補強情報が送信されるので､測位と一体化した受信機を
用い､全国隈なく一様に､リアルタイムで単独測位ができる。

センチメータ級測位補強
衛星測位と

準天頂衛星システム



民間利用実証テーマ一覧（1/3） 2012年1月現在民間利用実証
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民間利用実証テーマ一覧（2/3）民間利用実証
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民間利用実証テーマ一覧（3/3）民間利用実証
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詳細はSPAC HP参照
http://www.eiseisokui.or.jp/ja/demonstration/situation.php

計画書（PDF）も掲載されています。
報告書（PDF)についても、順次、掲載を開始しました。

その他、数社がL1-SAIFの受信（受信チップの開発）に取り組んでいます。



Ｇ空間情報の高度活用
東日本大震災
復旧・復興提案
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Ｇ空間情報センターの構築

散在する災害関連情報が、G空間技術
を活用し、「総合的に」 ､「分かりやすく」
入手・把握できるようになる。

復旧・復興期にわたっての情報基盤とし
て、官民での利活用が可能になる。

散在する災害情報、復旧・復興情報を集積しG空間情報として整理・統合することで、被害を総合的・定量的に

把握できるようにするとともに、特にインフラ・ライフライン・物流などの復旧・復興を行う国・自治体・企業を効果
的に支援する。

災害情報、復旧・復興情報を集約・集
積する「G空間データセンター」を立ち
上げ。

災害に関するあらゆる情報（発災前・
発災直後・復旧状況）をG空間として集

約・管理し、必要に応じて適切な情報
配信を実施。

 ライフライン情報
 社会インフラ情報
 被災者・り災情報など

目
的

災害関連情報が散在し、総合的な被害
把握が困難。地図・地形データもなく、応
急復旧や被災者支援だけでなく、本格
的復旧・復興が迅速に進まない。

課題認識

実施内容

期待される効果
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東日本大震災
復旧・復興提案



津波監視システムの高度化

従来型のGPS波浪計では被災地の陸上通信回線
遮断による監視停止状況が発生するが、衛星通信
によって多地点通信可能となり冗長性のある監視
が可能となる。

海洋ブイを沖合に設置することにより、津波の早期
検知が可能となるため、減災対策（避難を含む）可
能時間が現在の15分から30分と約2倍となり、被害
減少に寄与する。

多地点での波浪・津波観測により、津波検知精度
向上だけでなく通常時の波浪情報収集が格段に向
上する。

東日本大震災において津波検知と津波波形の計測が可能となったGPS波浪計を高度化し、津波シミュレーション
の高精度化を図り、被害想定地域に対して十分な減災対策を施すことができる高精度・早期津波監視システムを
構築する。

目
的

期待される効果

衛星通信対応による電源容量拡大と大水深域での
係留方法及び浮力確保の実用化

 200～1,000km沖合においても津波検知に必要な測
位精度を確保できる測位方式の実用化

高精度津波シミュレーションシステムの実用化

準天頂衛星の搬送波及び補強信号に対応する測
位装置・測位技術の実用化

大気・気候監視及び公開システムの実用化

実施内容

電子基準点を利用した補強信号生成
と精密単独測地技術を組み合わせて
岸から200Km程度にブイを配置して

津波検知後の警報による避難時間を
確保する

準天頂衛星から配信する補強信号を
利用して多数のブイを海洋上に配置
することにより、津波シミュレーション
の高精度化と監視領域の拡大を図る
多数のブイは津波検知や波浪観測の
他に気候・海面変動監視にも利用する

準天頂衛星利用

早期対応

14

東日本大震災
復旧・復興提案



リアルタイム津波浸水予測・避難情報配信システム
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津波浸水シュミレーション

津波浸水予測データベース（５～５０ｍメッ
シュでの数値データ：最大浸水深さ、津波到
達時間、最大流速）

数千ケースの地震断層モデル

防災情報システム（既存システム）

リアルタイム津波浸水予報システム

防災情報配信システムへの該当地域情報
付き津波予測警報配信

津波浸水予測システムとハザードマップを組み合わせ、リアルタイムで該当位置情報付きの津波警報を発信
し、避難誘導の迅速化を図る。

本システムでは地域特性を考慮した精度の高
い予測が可能で、かつ、陸地のどこまで浸水
するかが津波が来る前に（地震発生から約１
０分程度で）わかるため、人的被害を最小限
に抑えることができる。

準天頂衛星の防災情報配信システムなどを
使用し、正確で精度の高い情報を、多くの人
に迅速に伝達することが可能となる。

構成要素

期待される効果

現状の津波予測システムの課題 本システムによる対策

津波浸水予測の範囲が地域レベル
ではなく県レベルと精度が低い

津波浸水予測システムにより５～５
０ｍメッシュの詳細な予測を行う

場所により異なる津波の高さを反映
した予測ができない

ＧＰＳ波浪計と連携することで、現
実に則した予測を行う

シュミレーションの計算量が膨大な
ためリアルタイムに予測が行えず、
避難可否の判断が行えない

あらかじめ予測を行いDBに蓄積。
津波発生時にはDBから検索しリア
ルタイムに情報を提供する

目
的

東日本大震災
復旧・復興提案



大陸プレート移動リアルタイム監視システム
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地震発生による地殻変動量の早期把握と余震
による変動監視の常時監視

東日本の余効変動監視による避難指示及び解
除意思決定や危険地帯での復旧作業支援

内陸部の地殻変動と海底地殻変動の監視をｼｰ
ﾑﾚｽに連結できる（目標精度5ｃｍ～10cm）

海底の地殻変動監視を通じて、地震・津波等の
自然災害による被害の軽減を図る

遠洋での高精度測位、ロボット技術を応用して、
大陸スケールでのプレートの移動プロセスを解
明し、地震予知に役立てる

海洋電子基準点として海洋開発の基盤構築

地震・津波の検知とこれらの発生メカニズムの解明のため、ＧＮＳＳ測位と水中音響測地による精密海底地
殻変動の観測網を構築する。電子基準点のリアルタイムデータを用いた地殻変動観測を行い、内陸部にお
ける地震の予兆現象の監視・解析を行うとともに、海底大陸プレートのリアルタイム監視を強化し、東日本
余震および、東海・東南海・南海地震予兆現象を把握する。

目
的

期待される効果

地震発生に伴う地殻変動量と余震による変動監
視をリアルタイムで把握する技術の開発

排他的経済水域外縁部の海洋上でもリアルタイ
ムに高精度測位できるシステムの構築

海中・海底の位置を高精度に決定する水中音響
測位技術の開発

我が国における海洋資源開発・安全保障の情報
基盤となる海底３次元GISデータの作成

実施内容

東日本大震災
復旧・復興提案



緊急通報
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• 災害時の情報提供や安否確認等により災害対応能力が向上。

東日本大震災
復旧・復興提案



多くの人が存在する地下街等で、位置により避難方向・方法が異なる場合に、個々人に適切な行動指針を与えることが可能となる。
特に、場所・時刻・個人属性・世帯属性に応じたきめ細かな緊急避難支援を実現することで、避難遅れなどによる人的被害を軽減できる。
災害経験を体系的にフィードバックし、防災サービスを改善・高度化することが可能となる。

屋内・地下街に設置され、通常は位置情報を発信して、テナントやイベント場所の案内等、購買活動支援等に
使用される、シームレス測位システムの「IMES送信機」を、災害時には「災害モード」に切替え、
災害の発生から復旧に至るまで、一人ひとりの居場所や置かれている状況に応じて、通報・誘導・捜索・安否
などの災害情報をやり取りし、人的被害を最小限に抑える。

目
的

期待される効果

災害時にIMES送信機で位置情報と
共に、各種メッセージも発信しスマー
トフォン等で適切な表示を行う避難
誘導支援システムの開発
およそ１０m程度の間隔で設置され
たIMES送信機毎に、設置場所に応じ
た適切なメッセージを配信する。ス
マートフォンでは使用者の属性（年
齢・体調等）に応じた適切な避難行
動を表示する機能を開発する。

緊急支援を必要とする人が簡単な操
作で自身の位置情報と支援内容を
発信できるスマートフォンの開発
単独での避難が困難な状況にある
人が、簡単操作で自身の位置と状況
を発信でき、それを受け付けて支援
活動状況を本人に通知するシステム
の開発。（位置情報はIMES送信機か
らスマートフォンが受信している。）

18

実施内容

屋内･地下街での避難誘導支援システム

緊急通報

避難誘導

捜索救助

安否確認

被災情報収集

徒歩帰宅支援

緊急情報
20秒後に
震度5強
の地震が
きます。

*******

******* 避難して
いて、ケ
ガはあり
ません。

*******

*******

直後 初動 復旧災害発生

施設に300人
が閉じ込められ

ています。

地下駐車
場でけが
人多数！
大至急、
救助を。

*******

*******B1～B3出
口は危険
です！B5
出口へ避
難。

*******

*******

地下2階
で消防隊
員が危険

*******

*******

1km先、
右折危険

*******

*******

東日本大震災
復旧・復興提案



迅速な復旧・復興に向けた行政基盤情報の整備
（境界保全情報の整備）

19

LEXを利用した高精度衛星測位やモバイ

ルマッピングシステムの利用により、被災
した基準点を利用することなく、短期間で
測量できる。

復旧・復興期にわたっての情報基盤とし
て、官民での利活用が可能となるとともに、
予想される民事境界紛争などへの対処も
可能となる。

被災地では地図と土地がｍ単位でずれ、基準点も大幅にずれたり、喪失している。このような状況の中で、早期
の復旧・復興のためには、復興都市計画作成や民事境界紛争への事前対処のための境界保全情報の整備が
必須となる。

期待される効果

まず官民境界を集中的に取得し、Ｇ空間
データ化する。それを元に衛星測位を利
用した民民境界測量を迅速に進める。
官民境界、民々境界情報の取得

官民境界にはモバイルマッピングシス
テム（MMS)、民々境界にはLEXを利用す

る。また地籍図から現在の位置へ誘導
し、作業を迅速化する。
Ｇ空間としての情報の整備

これらの取得した情報をG空間データ

化し「Ｇ空間情報センター（仮称）」に供
給する。

実施内容

目
的

基盤データ・主題データ
の集約・管理

基盤データ 被害状況施設等の
ｲﾝﾌﾗﾃﾞｰﾀ

G空間ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

•現地測量
•土地境界等調査

モバイルマッピング
システム（MMS)

東日本大震災
復旧・復興提案



迅速な復旧・復興に向けた行政基盤情報の整備
（農地や林地の地籍調査）

20

地籍図に基づく土地の区画整理等、被災地の迅速な
復興。（土地境界を巡る紛争を未然に予防、GISによ
る高度な復興計画策定）

農用地の正確な地籍調査によって、作付面積の正確
な計測、耕作放棄地の正確な把握等が可能。迅速な
地籍調査により、農業分野に170億円の経済効果

森林の正確な調査成果により、森林簿の全面的な修
正を通じて、正確な森林資源の把握と、確度の高い
森林計画策定が可能。

東北地方の迅速な復興には、被災地域における地籍調査実施が不可欠。さらには、農業分野や林業分野で
の再生に向けて、地籍調査を優先的に実施。実施にあたっては、準天頂衛星システムを活用した地籍調査
実施手法や制度を早急に国が用意し、他地域での準天頂衛星システムによる地籍調査の手本に。

準天頂衛星システムによる地籍調査実施手法及び各
種制度（補助金）等を国が容易。

市町村（被災地）の他、土地改良区や農業委員会と
いった農業団体、森林組合等の林業団体が地籍調査
を実施（立会等が困難な場合は簡易手法も可能）。
当該地域の農業・林業再生に貢献。

東北地方の手法を他地域にも展開。

目
的

実施内容

期待される効果

短期

中期

長期

被災地や農用地、森林を対
象として東北地方での地籍
調査を早急に実施

地籍調査の成果物の検収
は国土地理院が実施し、検
収成果を基盤地図情報の整
備に活用

東北地方にて実施した手法を、全国に展開
他地域でも「平成の検地」を実施

準天頂衛星システムを用
いた地籍調査手法の早急な
確立

東日本大震災
復旧・復興提案



G空間プロジェクト統括推進チームの設置(1/2)
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東日本大震災
復旧・復興提案



震災からの早期復旧、将来を見据えた先進的な復興
国内の新産業・雇用創出。（G空間社会実現による効果：産業

創出効果42兆円・経済波及効果72兆円・雇用創出効果280万
人・・・１４年間累計）

地理空間情報を高度に活用した社会（Ｇ空間社会）の実現。
（行政の効率化、新産業・新サービスの創出、安全安心・国民
生活の利便性向上、国土の保全等）

防災、産業創出等での国内及び国際貢献。

東日本大震災の復旧・復興については、多くの機関が種々の施策を提案しているが、復旧・復興の具体化に当たっては将来を見
据え、先進的な取り組みを進めて行く必要がある。本提案は準天頂衛星システムなどを活用する地理空間（Ｇ空間）情報活用推進
基本法の趣旨に則り、「Ｇ空間プロジェクト統括推進チーム」を設置して、世界最先端の科学技術を活用し、種々の施策を総合的・
効率的に連携推進する事で世界のモデルとなる震災復旧・復興を図る事を目的とするものである。また、その成果を広く国内外に
展開すること、および国際貢献に資する事も目的とする。

プロジェクト推進統括チームを軸として、テーマ別にワーキン
グループを設置し、総合的、効率的にプロジェクト推進を図る。
（産学官、地元地方公共団体が連携）
テーマ例：災害対策/G空間情報センター整備、基盤地図情
報整備、基盤インフラ整備、基盤システム整備、基盤情報整
備・活用推進 等

防災に係る諸施策の整理と評価､検討及び課題の抽出と提
言

最先端の社会システムの検討､提言
防災に係る復旧復興事業の推進
日本再生･東北復興のシンボル事業の推進
普及･啓蒙活動の推進
上記成果をもとにした国際貢献活動の実施

目
的

実施内容

期待される効果

日本再生の先導的役割を担う二つの提案

（1） 最先端の社会システム整備（各省・自治体提案含む）

先進的で安全・安心なＧ空間社会の整備
準天頂衛星システム、災害対策＆Ｇ空間情報センターの整備
リアルタイム津波監視、地震予知、避難誘導システムなどの整備
都市計画や地場産業振興等、国や自治体の復旧・復興支援シス
テムの整備等

災害に強く、環境に貢献する社会インフラの整備
先進的な水循環システム等の整備
防災、環境に配慮した住民主体のモデル地域つくり等

（２） 日本再生・東北復興のシンボル事業

大震災復興のシンボル事業
犠牲者に捧げる記念塔、防災の殿堂としての複合施設の新設
大震災の脅威と復興を風化させない各種展示・体験施設の新設

東北文化創造の振興拠点事業
文化・芸術の拠点となるアートギャラリー、多目的ホールの新設
世界に向けた東北文化・芸術の継続的な情報発信

東北観光の振興拠点事業
東北観光の起点整備と世界に向けた情報発信

日本と世界の安全・安心に貢献する拠点整備事業
世界最先端の防災技術総合研究センターの設立
福島県健康増進センターの設立
先進的な復旧・復興を支えるＧ空間社会専門研究機関の設立等 22

東日本大震災
復旧・復興提案 G空間プロジェクト統括推進チームの設置(2/2)



迅速な復旧・復興に向けた行政基盤情報の整備

処理しやすい電子データとして速やかに関連台帳を整理することで、“まち”と“住民生活” の速やかな再生を実現。
被災住民の資産・財産権利の速やかな保護。
台帳情報の保全がしやすくなるとともに、種々のプロジェクトとの連動が効率的になり、災害時においても迅速な復旧に資する。

ライフライン等の住民生活再生の基盤となる行政情報をG空間をベースに早急に電子化し、速やかな行政機能
と住民生活の再生支援を行う。

短期

被災等で紛失した従前の台帳情報を
電子データとして緊急に復旧。

非電子化台帳も共通的に電子化をお
こない、総合的な情報整理の基盤とす
る。（迅速な基準点再整備や準天頂衛
星を活用した土地境界調査の確立と
実施）

復興・生活再生に向けた被災地の現
況調査をG空間としての電子化を前提

として実施し、電子化された台帳に統
合する。

中期

各種センサーデータや支援システムと
連動してライフラインのリアルタイムな
状況を集約する。

長期

上記の速やかな実施が可能になるよう、
実施の制約となる関連法令・制度緩和
の措置を講じる。

実施内容

期待される効果

23

目
的

防災・復旧・復興
提案の例（参考）

【ご参考】



再生可能エネルギー導入促進のためのデータベース構築

24

再エネ関連事業による経済波及効果
⇒2011～2020年平均で生産誘発額9

～12兆円

新規事業の創出（雇用促進）
⇒2011～2020年平均で46～63万人

エネルギー自給率の向上⇒2020年に
10～12％まで向上

※上記数値は、いずれも環境省報告(2)から引用

災害時にも安定的なエネルギー供給を可能とするためには、再生可能エネルギー(以下、再エネ)による分散型

電源の導入が有効とされる。そこで、再エネ導入を具体的に検討する上で必要な大縮尺基盤データの整備およ
び関連情報のデータベースを構築し、再エネ導入の促進と普及拡大をはかる。

期待される効果

データベースの構成
衛星データによる1/5000縮尺地図

衛星や航空機レーザーによる3次元地
形データ
（風力、水力、太陽光、地熱等の開発適地選定
に不可欠）

自然条件、社会条件などに加え、既設
の電力・熱源供給情報および電力需要
家情報など

実施内容

衛星画像

航空機
レーザー

目
的

再生可能エネルギーを利

用した災害時にも安定的

なエネルギー供給が可能

な国土形成が求められる

東北地方の再生可能エネルギー導入
ポテンシャルは高い(環境省調査(1))

既存の大規模集中型の電力
供給が持つリスクが顕在化

事業化にあたっては・・・

1/5000縮尺地図

地域間をシームレ
スにカバー

詳細な地域特性に応じた事
業化を広域的な視点で総合
的に推進することが必要

再生可能エネルギー
基盤データ整備

再生可能エネルギー
Ｇ空間情報データベース構築

エネルギー
需給情報

自然条件

電力熱源
供給情報

社会条件

基盤データ(地形、建物、水部、交通
インフラ、公共施設、等)

総合的に推進する
ために・・・

広域的な視点と詳細な地域特性
把握を両立するために・・・

【出典】
(1)平成22年度 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査 2011年4月
(2)中長期の温室効果ガス削減目標を実現するための対策･施策の具体的な姿(中長期ロードマップ)(中間整理)2010年12月

災害復興基盤図や既存の地図では、
自然エネルギの賦存が期待される山
地部を含む広域をカバーできない。

防災・復旧・復興
提案の例（参考）

【ご参考】



ソーシャルメディア活用による復旧・復興状況の可視化

被災地の復旧・復興に資する公式情報に加え、インターネット環境を介してシームレスに収集するソーシャルメディアにより、より現実
味のある復興状況を把握することが可能となる。

情報空白 ⇒ 0 時間
GIS標準フォーマット変換機能で、ソーシャルメディア収集・融合に加え、未連接システム間での復旧・復興情報共有の迅速化に繋がる。

（復旧・復興情報整理：4h/情報 ※⇒0.5h/情報）

※復旧・復興情報（地図）作成時間（想定平均値）

目
的

期待される効果

内閣府の総合防災情報システムを
ベースとし、ソーシャルメディアを有
効活用できる環境を実現

各省庁保有情報との連携機能の
構築
ソーシャルメディア収集（ネット

ワークリンク）機能の構築
ソーシャルメディア融合（GIS標準

フォーマット変換）機能の構築
4次元可視化（4次元ビューア）機

能の構築

災害情報融合基盤（地図・衛星画
像）の構築

実施内容

広範囲に散在する復旧・復興を進めている地域の状況をニアリアルタイムに把握し、更なる復興の支援や意
思決定を補完するシステムである。各省庁が保有する防災システム情報や、復旧・復興計画、状況監視等の
様々な公式情報に加え、インターネット上に存在するソーシャルメディアを収集・融合させる環境を合わせ持ち、
日々ダイナミックに変化し続ける被災地の状況を4次元で可視化する。

25

防災・復旧・復興
提案の例（参考）

【ご参考】



新たなまちづくり
被災地の復旧・復興過程における、移動、交通弱者支援

26

様々な地理空間関連情報が、G空間データ
センターを活用し、すぐ使える形式で、タイム
リーに取得可能

G空間情報による、まちの見える化
復興へ向けたまちづくりのグランドデザイン

被災地の復旧・復興過程における、移動、交通弱者支援を行うため、G空間データセンターを活用した高精度
ナビゲーションによる、バリアフリーナビゲーションを実現する。

G空間データセンターへのバリアフリー関連
情報の提供仕様の検討

G空間データセンターとの受信端末通信仕
様の検討
スマートフォン
カーナビゲーション

バリアフリーデータ表現手法の検討

目
的

GPSの精度的限界
空間情報としてのバリアフリーデータのタイ

ムリーな表現
地理空間情報の一元的な集約

課題認識

実施内容

期待される効果

防災・復旧・復興
提案の例（参考）

【ご参考】



災害時における安否確認や避難生活の
個別ケアを可能とする自分情報保管庫（情報銀行）

27

希望する全ての国民を対象に、災害時に、安否確認、救助・救援、避難生活での健康ケアなど、位置情報や診療・投薬履歴など個
人情報を迅速に利用でき、被害を軽減し、生活の復興を有効に支援できる。

平常時においても、本人の承諾の下で統合的な個人情報を利用することができ、個人向け健康サービスの高度化など、健康で長
寿な生活を可能とする。
その一方で、平常時、災害時を通じて個人情報の利用は当該個人がコントロールでき、管理・利用状況は透明にモニターできる。

期待される効果

来るべき都市直下型地震への対応
を視野に入れて、社会システムとして
デザインし、その受容性や利用の社
会的ルール、契約のあり方、平時利
用のあり方などを社会実験を通じて
検証する。

「情報銀行」は名寄せされた網羅的
な個人情報であることから高度な
サービスを実現できる一方で、高度な
保護やデータ利用の追跡・監視が必
要である。サービス実現技術、データ
の保護、利用追跡・開始技術をクラウ
ド上で実現する。

併せて、国際標準化（情報銀行デー
タの利用インタフェースや利用ルール
など）を進め、国際展開する。

実施内容

目
的

東日本大震災では、本人確認ができず預金が下せない、過去の投薬履歴を散逸し治療が施せないなどの問題が発生した。
福島原発では、避難活動等が遅延した関係から被曝による将来的な健康上の課題が顕在化する恐れもある。被災者個人の本
人を証明する情報や、診療・投薬履歴、また屋外での活動情報（行動履歴など）をクラウド上で蓄積することにより、本人の認証
はもとより、将来的な心理的・身体的ダメージの予防に役立てる。また、匿名化（識別情報を秘匿する）による２次利用を行うこと
で、関係する被災者の予防にも役立てる。

防災・復旧・復興
提案の例（参考）

【ご参考】



津波による塩害及び水域の放射能汚染対策支援
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◆除塩不適切地域への予算執行が防止できる。仮に除塩不適切地域が50%あれば発注量の50%を削減するか有効活用できる。
放射線量の多い地下水脈や湧き、河川を特定できるため、リアルタイムに降雨毎の線量予測が可能となり取水停止の意思決定や

住民への情報開示が容易となる。
1～3時間で取水停止の意思決定を出せる。

塩害、放射性物質の放出等の複合災害によって変貌した国土及び地域スケールの被災状況を数値シミュレ
ーションによって復元し、塩水や放射性物質の蓄積しやすい地域や地盤沈下による地下水面の低下と沿岸域
の塩水侵入など復興事業で求められる環境修復の状況を整理・予測・評価し復興速度を向上させる。

期待される効果

① 塩水や放射性物質が蓄積しやすい地
域の明確化

② 飲料水や灌漑用水の水源安全性評
価

③ 新住居区の開発に伴う自然水環境の
影響評価

④ 地域毎に異なる水環境変化（被災）の
実態把握
特に、

陸地に残った塩水が蓄積しやすい
地域を計算して適切な除塩計画を
支援する。

水域及び地下浸透した放射性物質
の線量を数値解析し、放射線量の
蓄積が多い地域や監視すべき湧き
水等の場所や取水停止への意思
決定を支援する等。

実施内容

目
的

防災・復旧・復興
提案の例（参考）

【ご参考】



突発的な土砂災害等状況を可能な限り事前に予測して被害軽減対応を行なうことが可能になり、人的被害などを軽減できる。
特に、場所・時刻・個人属性・世帯属性に応じたきめ細かな緊急避難支援を実現することで、避難遅れなどによる人的被害を軽減できる。
災害経験を体系的にフィードバックし、防災サービスを改善・高度化することが可能となる。

事前に被害の軽減対応を可能とするために、最新のセンサーの観測情報から土砂災害等の時空的挙動を実
時間で予測し、場所・時刻・個人属性・世帯属性に応じたきめ細かな緊急避難支援や災害対応サービスを行
なう高レベルのハザードマップを開発する。また、災害の経験を体系的にフィードバックし、サービスを改善す
るループ（防災のサイクル）を実現する。

目
的

期待される効果

山地・流域を対象としたＧ空間情報
を高度に利活用するリアルタイムハ
ザードマップ技術の開発
豪雨など異常気象の際に観測情報
をリアルタイムに入手・統合しシミュ
レーションと組み合わせて、危険の
可能性の高い場所、規模、時間を予
測し、リアルタイムにハザードマップ
を作成する技術を開発する。

緊急対応を支援する地域安心・安全
サービス基盤と対応支援システムの
構築
平常より住民の防災意識を高めると
同時に、緊急時には行政と連携して
迅速に対応できるよう、各種災害の
特性に応じてきめ細かく住民を支援
するサービスを提供できる地域サー
ビス基盤を開発、実証する。さらに、
災害の緊急時対応や復旧・復興など
のデータを蓄積し、将来に備えた
サービス改善に活かす仕組を構築、
実証する。

防災・復旧・復興
提案の例（参考）
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実施内容

突発型自然災害へのリアルタイム対応支援システム

【ご参考】



防災センター

目
的

防災・復旧・復興
提案の例（参考） GNSS計測による土木防災情報システムの構築

ダム

土砂災害
危険箇所

高層ビル

橋梁 高架橋

護岸堤防

施工現場

鉄道路盤

送電線鉄塔道路のり面

災害時に健全度データが必
要となる土木・建築物の例

Ｇ空間情報センター

観
測
デ
ー
タ 災害時にお

ける健全度
の判定には、
日常のモニ
タリング情報
が不可欠。

この10年、GPS計測は土木計測のさまざまな分野でその有効性が実証されてきた。またQZSSの補完機能によ
り使用環境条件の緩和と性能・機能の向上が図られ、GNSS計測として土木計測の標準手法としての条件が整
いつつある。一方、東日本大震災に見られるように、橋梁、鉄道露盤、土砂災害危険個所などの土木分野の情
報も、避難誘導・救助、復旧･復興に不可欠な情報である。これらの情報を土木計測管理センターに集積し、発
災時における人的被害の軽減、迅速な救助等に役立てる。

土木計測
管理セン
ター

観測センサー
GPS計測からGNSS（QZSS）計測へ移行
他センサー（慣性センサー、etc.）の活用
WEB/ICT技術の活用とユビキタス通信の導入
新たな基線解析、データ処理手法の開発、導入
土砂災害危険箇所からインフラ（道路、鉄道、橋梁、ダム、

高層ビルなど）まで、幅広い分野でGNSSによる高精度な
変位、動態のモニタリングを実現

土木計測管理センター
観測データの集約・一元管理

◎データセンター
災害事例データベース
ハザードリスク情報データベース
体験・エピソードデータベース
制度・サービス・推奨行動データベース

◎計測情報の評価と加工（コンテンツ化）
土木計測シンクタンクによる評価、加工

実施内容

土
木
計
測
シ
ン
ク
タ
ン
ク

防災、危機管理情報として活用できる。
今後増加する社会資本の老朽化に対してもメンテナンス情報
としても活用できる。
海外展開し、国際貢献も可能。

期待される効果
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処理データ　南北方向

-3

-2

-1

0

1

2

3

9/30 10/1 10/2 10/3 10/4 10/5 10/6 10/7 10/8

cm

標準偏差 1.5mm

解析率 90%

ミリメータ精度

施
設
等
の
管
理
部
門
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目
的

防災・復旧・復興
ご紹介 分かり易い位置情報の共有化

• 全世界を連続的、統一的に緯度経度と互換性を持
たせて変換したコード体系です。

• １０進法、整数表示するコード体系で、一般人を含
め誰にも分り易い座標です。

• 数字の違いから２点間の方向、距離の位置関係が
容易にわかります。

• メッシュ構造であるため統計処理に優れた機能を
有しています。

• メッシュ精度は、南北東西各３桁表記で約50m、桁
を増やす毎に5m、50cmと細かく位置特定可能で
す。

世界ブロック割図

地震、津波などの災害地での救援・救助活動、山間部の遭難者捜索活動など、地表の明確な目標物がないと
ころや、現地に不慣れな派遣者等にとっては、位置把握は困難である。
そこで、位置情報を人々にとって分かり易い形式で表現し、共有化を図る。

Ｎコードとは
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Ｎコードの主な利用実績

一般社団法人 Ｎコード管理協会 ＨＰ（ http://www.ncode.or.jp/ ）より

【ご参考】


